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１．新型コロナウイルス感染症の状況 

（１） 新型コロナウイルス感染症の状況と対応 

  新型コロナウイルス感染症は、日本国内での最初の感染事例から３年が経過した現在

においても、突然変異を繰り返し多くの感染者を出している。この３年間において、3,200

万人以上が感染し、７万人の死亡者が確認されている。 

令和４年２月頃からデルタ株からオミクロン株への置き換わりが進み、その後もオミ

クロン株の BA.1 系統、BA.2 系統を経て BA.5 系統へと変化している。デルタ株と比較し

てオミクロン株は、重症化リスクは少ないとされているものの、感染力が増しているとさ

れており、高齢者や基礎疾患がある人については、感染が契機となって死亡する事例も多

く発生している。 

国は、令和３年２月からワクチン接種を開始し、３回目接種を終えた人は、７割に達し、

重症化リスクの高い高齢者については約９割が３回目接種を終えている。 

  こうしたこともあり、オミクロン株により感染者数は増加しているものの、重症者数、

死亡者数は少なくなってきており、国は、令和４年９月に感染拡大防止と社会経済活動の

両立を目指す方針を打ち出すとともに、感染症法上の取扱いを見直し、全数届出の見直し

や陽性者の自宅療養期間の短縮などの対応がとられた。さらに、感染症法上の位置づけの

見直しにより、令和５年５月８日より「２類相当」から「５類感染症」への位置づけに変

更された。 

 

２．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

（１） 令和４年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

  国は、新型コロナウイルス感染症の発生、まん延を受けて令和２年４月に「新型コロナ

ウイルス感染症緊急経済対策」を閣議決定し、その中で取り組むとされた事項への対応と

して、地方公共団体が地域の実情に応じて必要な事業を実施できるよう、新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「交付金」とする。）を創設した。 

  令和４年度においては、感染症対応を行う中で、ロシアのウクライナ侵攻に端を発した

原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰が起こり、その影響を受ける生活者や事業者の

負担軽減を行うため、通常の交付金に加えて「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応

分」が創設された。さらに、国の補正予算により、エネルギー・食料品価格等の物価高騰

の影響を受ける生活者や事業者に対する支援のため、「電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援地方交付金」が創設された。 

 

（２） 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の目的 

  地方公共団体が地域の実情に応じた事業が実施できるよう、地方公共団体が作成した

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画（以下「実施計画」とする。）

に基づく事業に要する費用に対し、国が交付金を交付することにより、新型コロナウイル
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スの感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活の支援を通じた地方創生を図るこ

とを目的とする。 

 

３．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の概要 

（１） 交付金制度の概要 

  交付金は、人口規模や財政力などにより算定される交付限度額により、各地方公共団体

に配分される。地方公共団体は、国に交付金を充てて行う事業の実施計画を提出し、交付

決定を受ける。事業終了後、国に実績報告書を提出するとともに事業の実施状況、事業の

効果検証について、公表することが求められている。 

 

（２） 交付金交付対象事業 

  交付対象事業は、「新型コロナウイルスの感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けて

いる地域経済や住民生活の支援等を通じた地方創生に資する事業」とされている。令和４

年度に新たに創設された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」について

は、「エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援に関連

する事業」とされている。 

 

（３） 市への交付金の交付と予算措置 

  国は、補正予算や予備費の使用等により、令和４年度には、３回にわたり交付限度額の

通知がなされ、交付金が交付された。 

  令和４年度交付決定額 ４億 9,832 万１千円 

    うち通常分   9,220 万３千円 

    うちコロナ禍における原油価格・物価高騰対応分  ２億 1,497 万８千円 

    うち電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金分  １億 9,114 万円 

 

  なお、国の交付決定を受けて、交付金及び交付金を充てて行う事業の事業費について、

補正予算により予算措置を行った。令和４年度の交付金については、６月、10 月、３月

の３回にわたる補正予算により、予算措置している。詳細については、資料編２－（１）

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 交付決定及び予算措置の状況」

に掲載した。 
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４．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施 

（１） 実施事業の選定 

  令和４年度においては、国からコロナ禍における物価高騰に対応する新たな枠組みを

追加して交付金を交付するとの方針が示されたことから、庁内各課に対して物価高騰、燃

料費高騰に対応した事業者、生活者への支援及び地域経済の活性化策を選定方針として

示し、具体的には以下の４つの区分により交付金活用事業の提案募集を行った。 

   ① 物価高騰、燃料費高騰への対応 

   ② 困窮者等支援（子育て世帯、高齢者等） 

   ③ 事業継続等、地域経済の活性化 

   ④ 「ウィズコロナ」下での社会活動への対応 

上記方針に基づき、交付金を活用して実施する事業を選定した。 

 

（２） 実施計画の提出 

  交付金を活用した事業を実施するため実施計画を作成し、国に提出した。令和４年度実

施計画では９事業を計画した。 

 

（３） 事業の実施状況 

  令和４年度においては、令和３年度からの繰越事業の１事業を実施するとともに、８事

業を実施し、９事業が完了した。令和４年度の事業費は、32 億 3,145 万 8,956 円であり、

７億 4,846 万 1,000 円の交付金を充てて実施した。令和５年度に１事業を繰越事業とし

て継続実施しており、5,000 万円の交付金を充てて実施した。事業ごとの決算額及び交付

金の充当状況については、資料編１－（１）「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金活用事業一覧」及び資料編２－（２）「新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金 決算及び交付金充当の状況」を参照されたい。 

 

（４） 実施事業の内容 

  交付金を活用して実施した９事業の事業費について、前述した事業選定方針として示

した４つの区分により分類、集計したのが次頁の表１である。また、事業ごとの取り組み

状況については、資料編３－（１）事業効果検証シートに掲載した。 

  物価高騰に関する事業として生活者向け、事業者向けの事業を行うとともに、子育て世

帯への支援やコロナ禍の影響を受ける地域経済を活性化する事業についても実施した。 
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表１ 交付金活用事業一覧 

事業名 
事 業実

施年度 
交付金対象事

業費（円） 

交付金充当額
（円） 

① 物価高騰、燃料費高騰への対応 149,241,822 132,181,000 

得とく可児みせ・生活応援チケット発行事業 R4 142,989,822 132,181,000 

農業肥料購入緊急支援事業 R4 6,252,000 0 

② 困窮者等支援（子育て世帯、高齢者等） 351,812,930 280,140,000 

高齢者生活支援商品券配付事業 R4 78,676,142 69,000,000 

市立小中学校・保育園・幼稚園の給食費の保護者負担

増の防止（物価高騰対応） 
R4 11,811,878 10,000,000 

子育て世帯負担軽減給付金事業 R4 192,925,903 191,140,000 

出産・子育て応援事業（妊娠出産子育て支援交付金） R4 68,399,007 10,000,000 

③ 事業継続等、地域経済の活性化 525,184,729 386,140,000 

市制 40 周年記念プレミアムＫマネー発行事業 R3・R4 428,548,079 300,140,000 

岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 

負担金（第九弾） 
R4 32,029,900 28,000,000 

岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 

負担金（第十弾） 
R4 9,606,750 8,000,000 

施設への物価高騰対策支援金 R4・R5 55,000,000 50,000,000 

合計 1,026,239,481 798,461,000 

※交付金対象事業費、交付金充当額は、事業全体の額（繰越事業は２年分を合算している）。 

 

５．事業実施による事業効果 

（１） 事業ごとの事業効果の検証 

   事業ごとの事業効果の検証については、資料編３－（１）「新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金 事業効果検証シート」により行った。 

 

（２） 事業実施による事業効果の分析 

   事業ごとの事業効果を検証した結果、交付金を活用した事業により、得られた事業効

果としては、以下の５つが挙げられる（重複あり）。 

    

   ① 飲食店等事業者に対する支援による事業の継続、雇用の継続 

    飲食店等事業者については、感染症感染拡大により来店客数が伸び悩む中で、事業

の継続が難しくなっている。そうした状況において、営業時間の短縮要請に対する協

力金やプレミアム付きのＫマネーやクーポンの発行による飲食店等の利用促進によ

り事業継続につながった。 

 

    ５事業・事業費 28 億 227 万 6,362 円・交付金充当額５億 3,732 万 1,000 円 

    （事業費・交付金充当額は、令和４年度のみ） 
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    ・市制 40周年記念プレミアムＫマネー発行事業（令和３年度からの繰越事業） 

    ・岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金負担金（第九弾） 

    ・岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金負担金（第十弾） 

    ・得とく可児みせ・生活応援チケット発行事業 

    ・高齢者生活支援商品券配付事業 

 

   ② 原油価格・エネルギー価格などの物価高騰の影響を受ける中小事業者支援によ

る事業の継続 

 

    ５事業・事業費 28 億 2,189 万 1,712 円・交付金充当額５億 5,132 万 1,000 円 

    （事業費・交付金充当額は、令和５年度への繰越分を含む） 

    ・市制 40周年記念プレミアムＫマネー発行事業 

    ・得とく可児みせ・生活応援チケット発行事業 

    ・高齢者生活支援商品券配付事業 

    ・農業肥料購入緊急支援事業 

    ・施設への物価高騰対策支援金（令和５年度への繰越事業） 

 

   ③ 高齢者への支援により経済的な負担感を軽減 

 

    １事業・事業費 7,867 万 6,142 円・交付金充当額 6,900 万円 

    ・高齢者生活支援商品券配付事業 

 

   ④ 子育て世帯への支援により経済的な負担感を軽減 

    子育て世帯においては、コロナ禍における原油価格やエネルギー価格、食料品など

の物価高騰により、経済的な負担感が増加した。そうした中で、子育て世帯に対する

給付金の支給や物価高騰分を給食費に転嫁せず据え置きとすることにより、子育て

世帯の負担軽減につながった。 

 

    ３事業・事業費４億 2,293 万 594 円・交付金充当額２億 1,114 万円 

    ・市立小中学校・保育園・幼稚園の給食費の保護者負担増の防止 

    ・子育て世帯負担軽減給付金事業 

    ・出産・子育て応援事業（妊娠出産子育て支援交付金） 

 

   ⑤ 消費喚起策により市内経済を活性化 

    コロナ禍におけるエネルギー価格や食料品等の物価高騰により、先行きの不安感

がある中で、消費が落ち込んだ。そうした中で、市内の協力店で使用できるプレミア
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ム付Ｋマネーやプレミアム付クーポン等を発行することにより市内の消費を喚起し、

市内経済の活性化につながった。 

 

    ３事業・事業費 27 億 6,063 万 9,712 円・交付金充当額５億 132 万 1,000 円 

    ・市制 40周年記念プレミアムＫマネー発行事業 

    ・得とく可児みせ・生活応援チケット発行事業 

    ・高齢者生活支援商品券配付事業 

 

６．まとめ 

（１）今後の新型コロナウイルス感染症対策・物価高騰対策にむけて 

  新型コロナウイルス感染症は、市民生活や地域経済に大きな影響を与えたが、感染状況

も落ち着きを見せ始め、感染法上の位置づけが見直されるなど、社会経済活動も正常化し

つつある。しかしながら、コロナ禍において原油価格や原料価格の高騰による物価高騰が

起こり、市民生活に密接なエネルギー価格や食料品価格の高騰により、低所得者層を中心

に市民生活に影響が出ている。 

そうした中で、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の対象事業につい

ても、感染防止対策や感染症拡大による市民生活の変化により、影響を受けた市民や事業

者に対する支援から物価高騰の影響を受ける生活者や事業者の支援にシフトしている。

本市においても、物価高騰の影響を特に受ける子育て世帯や高齢者や中小事業者に対し

ての支援を、支援金の給付、プレミアム付き商品券の発行など様々な形による支援を行っ

た。これにより、感染症感染者数の低減、市民生活の安定化、地域経済の回復につながっ

たと考える。令和５年度においても物価高騰対策としての新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）が配分され

ており、引き続き物価高騰の影響を受ける市民の生活の安定化や事業者の事業継続につ

ながる事業を行っていく必要がある。 

 


